「学生課関係各種申請事務手続き等事務処理マニュアル(所属用)」
－抜粋－
大学院研究生の入学等の手続きについての留意事項
　大学院研究生にかかる主な規定　
　　和歌山県立医科大学院学則：第30条(大学院研究生)、第36条（入学資格、入学手続及び在学期間等）
第40条(授業料、入学金、検定料及び登録手数料）
　　和歌山県立医科大学院学則施行細則：第46条（大学院研究生の入学資格、入学手続及び在学期間）
公立大学法人和歌山県立医科大学における授業料その他の費用に関する規程
　　研究生、研究員の取扱い内規（昭和３６年２月２８日教授会決定）
　　研究生等の健康状態等の把握についての申し合わせ(平成12年７月４日教授会決定)
１　大学院研究生の新規入学
　※　一度大学院研究生を退学して学内助手等を経て再度入学する場合も新規の入学手続
きを行う必要があります。
（１）提出期限
　　　入学願書は、原則として入学月の前月１０日までに学生課へ提出させるようにしてください。
　　　ただし、やむを得ない理由がある場合は、事前に学生課に相談のうえ、入学月に開催される教授会の前々週の水曜日までに提出することができます。
　　　また、４月入学は非常に多いため、事務の都合上、毎年事前に提出期限を別途提示しますが、原則概ね２月２５日頃を第１回目の締切としていますのでご留意ください。
（２）提出書類
　　　大学院研究生入学願書（別添）
　　　※　担当教授の副申のないものは受付できません。
　　　添付書類
　　　・　履歴書（写真必要）
　　　・　誓約書（別添）
　　　・　医師免許証（写し）
　　　・　卒業証明書（他大学卒業者のみ）
　　　・　健康診断書(写し可)（別添参照）
　　　※　留意事項
　　　①　履歴書は別添の様式を使用してください。
　　　　　なお、記載については、記載例を参考にしてください。
 　　　 　また、履歴書の氏名欄の後等に、必ず願書の押印と同じ印鑑を押印してください。
　　　　　「学歴」欄には高等学校卒業から記載してください。
　　　　　履歴書は医学部運営協議会等での審議書類となりますので、丁寧に、かつ、記載例の記載方法を厳守して記載するよう十分指導してください。
      ②　誓約書は、臨床医学の大学院研究生のみご提出ください。なお、臨床医学の大学院研究生で、医師免許（歯科口腔外科学の場合は歯科医師免許を含む。）を持たない大学院研究生は、「診療業務に従事しない」旨の誓約書（別添）を提出してください。
　　　③　健康診断書については、「大学院研究生等の健康状態等の把握についての申し合わせ」(平成12年７月４日教授会決定)等により別添様式を参考として、原則３ヶ月以内のものを添付するよう指導してください。
      　　また、本務先での法令に基づく１年以内の定期健康診断の際の個人票等の写しでも足ります。
　　　④　入学願書等への研究科目欄への記載は別添「研究科目一覧表」により記載してください。
（３）その他
　　・　授業料は本人あて別途納付書を送付しますので、期限内に納付するよう指導してください。
　　　　なお、本人が留学中等で現住所でない場所（各教室、実家等）に納付書を送付する場合は、願書提出時にその旨必ず学生課に申し出てください。
２　大学院研究生の研究期間延長
　　※　大学院研究生の在籍期間は１年間ですが、引き続き大学院研究生として在籍をする場合は研究期間延長の手続きを行う必要があります。
（１）提出期限
　　　研究期間延長願書は、入学月の前月２５日までに学生課へ提出させるようにしてください。
　　　ただし、やむを得ない理由により提出できない場合は、事前に学生課にご相談ください。
　　　また、４月入学は非常に多いため、事務の都合上、毎年事前に提出期限を別途提示しますが、原則概ね２月２５日頃を第１回目の締切としていますのでご留意ください。
（２）提出書類
　　　大学院研究生研究期間延長願書（別添）
　　　※　担当教授の副申のないものは受付できません。
　　　※　勤務先等がある場合は、勤務先の名称及び住所を必ず記載するよう指導してください。
　　　添付書類
　　　・　誓約書（別添　臨床のみ）
　　　・　許可書（大学院研究生の入学の許可書）
　　　・　健康診断書（写し可）（別添参照）
　　　※　留意事項
      　　提出書類については、「１大学院研究生の新規入学　(2)提出書類　②③④」の項を参考にしてください。
（３）その他
　　・　授業料は本人あて別途納付書を送付しますので、期限内に納めるよう指導してください。
　　・　研究期間の延長を行わない場合は、その旨学生課あてご連絡ください。
３　大学院研究生（甲）の授業料に係る特例措置について
    特例措置の適用に係る手続については、別添平成１４年１月１５日付け「研究生（甲）の授業料に係る特例措置適用の手続について」を参考に適切に行われますようご指導ください。
